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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

回次 第45期中 第46期中 第47期中 第45期 第46期 

会計期間 

自 平成14年 

  ３月１日 

至 平成14年 

  ８月31日 

自 平成15年

  ３月１日

至 平成15年

  ８月31日

自 平成16年

  ３月１日

至 平成16年

  ８月31日

自 平成14年 

  ３月１日 

至 平成15年 

  ２月28日 

自 平成15年 

  ３月１日 

至 平成16年 

  ２月29日 

売上高 (千円) 2,106,522 2,112,507 2,043,258 4,546,645 4,588,392 

経常利益又は 

経常損失(△) 
(千円) 101,545 △50,025 △41,626 494,666 196,926 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 
(千円) 29,846 △60,549 △48,492 240,227 70,063 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 990,750 990,750 990,750 990,750 990,750 

発行済株式総数 (株) 6,935,761 6,935,761 6,935,761 6,935,761 6,935,761 

純資産額 (千円) 4,868,881 4,880,634 4,840,277 5,078,320 5,017,709 

総資産額 (千円) 11,009,933 11,281,503 10,948,852 10,777,239 10,920,758 

１株当たり純資産額 (円) 755.69 757.46 751.70 788.89 778.87 

１株当たり中間(当期) 

純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 

(円) 4.63 △9.40 △7.53 37.29 10.88 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり中間 

(年間)配当額 
(円) ― ― ― 20.00 20.00 

自己資本比率 (％) 44.2 43.3 44.2 47.1 45.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 72,228 18,711 △37,826 427,417 336,161 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △187,611 △287,854 △83,923 △149,277 △263,464 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 142,590 538,321 120,468 △359,001 △59,229 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(千円) 358,202 519,311 262,321 250,134 263,602 

従業員数 

(ほか平均臨時雇用者

数) 

(名)
342 

(287)

350

(386)

359

(427)

350 

(315)

351 

(440)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の

推移については、記載しておりません。 

３ 当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については、記載しておりません。 

４ 第45期、第46期及び第45期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、旧商法第210条ノ２の

規定に基づくストックオプションの調整計算の結果１株当たり中間(当期)純利益が減少しないため記

載しておりません。なお、第46期中、第47期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、１株当たり

中間純損失が計上されているため記載しておりません。 



５ 従業員数は就業人員数を記載しており、従業員数の(外書き)に、非常勤講師及びパートタイマーの平均

雇用人員数を記載しております。 

６ 第46期中より、１株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失(△)金額の

算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 
平成16年８月31日現在 

従業員数(名) 359(427) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均雇用人員を( )外数で記載しており

ます。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、大企業を中心とした企業業績の改善や株価の上昇など、

穏やかな回復傾向を示しました。雇用ならびに所得環境には依然として厳しさが残るものの、個人

消費も穏やかに増加しました。しかし、地方経済はまだら模様、一部で回復を実感するにとどまり

ました。 

当学習塾業界におきましては、少子高齢化に伴うマーケットの縮小が続く中で、他県資本の進出

による価格競争の激化など厳しい環境の中で推移いたしました。 

こうした状況下で経営効率の良くない個別指導教室１校を閉校しました。また、これまで実施し

ていた「夏の合宿」を一部廃止し、その一方で夏のスクーリング授業日数を増やしました。 

この結果、当中間会計期間の売上高は、2,043百万円(前年同期比3.3％減)となりましたが、利益

面では、間接費の削減に努めた結果、経常損失は41百万円(前年同期の経常損失50百万円)、中間純

損失は48百万円(前年同期の中間純損失60百万円)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前期末残高に比べ、１百

万円減少しました。この結果、資金の当中間会計期末残高は262百万円となりました。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果使用した資金は37百万円(前年同期比56百万円の増

加)となりました。これは主に前中間会計期末が銀行休日のため当中間会計期末は、未払費用等

が減少したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は83百万円(前年同期比70.8％減)とな

りました。これは主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は120百万円(前年同期比77.6％減)とな

りました。これは主に長期借入金の純増加によるものであります。 

  
２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 校舎数と収容能力 

当社は、生徒に対して進学指導を行うことを主たる業務としておりますので、生産能力として表

示すべき適当な指標はありません。これにかえて、売上高及び企業規模と比較的関連性が高いと認

められる校舎数、教室数及び収容能力(座席数)を示せば、次の通りであります。 
  



項目 
当中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 
前年同期比(％) 

校舎数 73校舎 102.8 

教室数 508教室 100.6 

収容能力(座席数) 16,267席 99.2 

  
(2) 販売実績 

① 販売方法 

募集要項に基づき、直接生徒を募集しております。 

  
② 販売実績 

  

生徒数 売上高 

部門 

人数(人) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

幼児・小学部 2,752 96.7 415,702 100.8 

中学部 6,986 96.3 1,439,813 97.0 

高等部 356 106.0 58,031 90.6 

個別指導部 661 175.3 107,452 149.3 

その他 ― ― 22,258 27.9 

合計 10,755 99.5 2,043,258 96.7 

(注) １ その他は、合宿収入等であります。 

２ 生徒数は、期中平均人数を記載しております。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  
種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 15,000,000 

計 15,000,000 

  
② 【発行済株式】 

  

種類 

中間会計期間末 

現在発行数(株) 

(平成16年８月31日) 

提出日現在 

発行数(株) 

(平成16年11月18日)

上場証券取引所名又

は登録証券業協会名
内容 

普通株式 6,935,761 6,935,761 日本証券業協会 ― 

計 6,935,761 6,935,761 ― ― 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

年月日 

発行済株式

総数増減数

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

  
(千円) 

資本金残高

  
(千円) 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成16年８月31日 ― 6,935,761 ― 990,750 ― 971,690 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成16年８月31

日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合(％) 

有限会社学友社 鹿児島市荒田１－16－23 3,171 45.73 

西 村 佳 夫 鹿児島市小山田町783－10 341 4.92 



星林株式会社 鹿児島市荒田１－16－23 328 4.73 

株式会社鹿児島銀行 鹿児島市金生町６－６ 310 4.47 

西 村 道 子 鹿児島市小山田町783－10 277 3.99 

西 村   秋 
埼玉県さいたま市中央区鈴谷５－17－

４ 
216 3.12 

昴取引先持株会 鹿児島市加治屋町９－１ 156 2.25 

昴社員持株会 鹿児島市加治屋町９－１ 124 1.79 

UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－３ 90 1.29 

株式会社宮崎銀行 宮崎市橘通東４－３－５ 90 1.29 

計 ― 5,106 73.62 

(注) 上記以外に当社が所有する自己株式が496千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.16％)ありま

す。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成16年８月31

日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 

496,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

6,359,000
6,359 ― 

単元未満株式 
普通株式 

80,761
― ― 

発行済株式総数 6,935,761 ― ― 

総株主の議決権 ― 6,359 ― 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式693株が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

平成16年８月31

日現在 



所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義

所有株式数

(株) 

他人名義

所有株式数

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式総数 

に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社昴 

鹿児島市加治屋町９番１

号 
496,000 ― 496,000 7.16 

計 ― 496,000 ― 496,000 7.16 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  
月別 平成16年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 485 510 510 505 509 509 

最低(円) 449 470 480 491 497 490 

(注) 日本証券業協会公表の株価を記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第46期中間会計期間(平成15年３月１日から平成15年８月31日まで)は改正前の中間財務諸表

等規則に基づき、第47期中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)は改正後の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第46期中間会計期間(平成15年３月１日から平成

15年８月31日まで)及び第47期中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)の中間財

務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  
    前中間会計期間末 

(平成15年８月31日) 
当中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成16年２月29日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金    597,311   340,321    299,602   

２ 未収授業料等    4,949   5,451    4,941   

３ たな卸資産    39,520   33,921    62,650   

４ 繰延税金資産    51,812   95,001    90,405   

５ その他    108,560   105,646    48,800   

６ 貸倒引当金    △1,000   △1,200    △1,500   

流動資産合計    801,153 7.1  579,142 5.3   504,901 4.6 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1) 建物 ※２  3,852,390   3,729,783    3,780,012   

(2) 土地 ※２  5,439,456   5,439,456    5,439,456   

(3) その他    188,439   168,706    169,552   

有形固定資産合計    9,480,286 84.0  9,337,946 85.3   9,389,021 86.0 

２ 無形固定資産    24,653 0.2  24,201 0.2   24,442 0.2 

３ 投資その他の資産               

(1) 繰延税金資産    214,291   238,298    234,952   

(2) 投資不動産 ※2,3  261,531   260,451    260,978   

(3) その他    499,587   508,812    506,461   
投資その他の 
資産合計    975,410 8.7  1,007,563 9.2   1,002,393 9.2 

固定資産合計    10,480,349 92.9  10,369,710 94.7   10,415,856 95.4 

資産合計    11,281,503 100.0  10,948,852 100.0   10,920,758 100.0 

                
  
  

    前中間会計期間末 
(平成15年８月31日) 

当中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成16年２月29日) 



区分 
注記

番号
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比

(％)
金額(千円) 

構成比 
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金    8,410   10,770    85,041   

２ 短期借入金    ―   ―    100,000   
３ 一年内返済予定の 
長期借入金 

※２  1,383,650   1,196,700    1,213,850   

４ 未払金    49,739   36,775    82,107   

５ 未払法人税等    14,540   14,786    172,750   

６ 前受金    312,118   288,453    66,487   

７ 賞与引当金    105,367   189,748    145,940   

８ その他    234,342   185,368    217,532   

流動負債合計    2,108,168 18.7  1,922,601 17.6   2,083,709 19.1 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※２  3,672,700   3,515,300    3,147,500   

２ 退職給付引当金    333,805   356,273    353,521   

３ 役員退職慰労引当金    255,009   285,315    288,182   

４ その他    31,185   29,085    30,135   

固定負債合計    4,292,699 38.0  4,185,973 38.2   3,819,338 35.0 

負債合計    6,400,868 56.7  6,108,575 55.8   5,903,048 54.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金    990,750 8.8  990,750 9.0   990,750 9.1 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金    971,690   971,690    971,690   

２ その他資本剰余金    19   46    19   

資本剰余金合計    971,709 8.6  971,736 8.9   971,709 8.9 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金    107,802   107,802    107,802   

２ 任意積立金    2,953,000   2,953,000    2,953,000   
３ 中間(当期) 
未処分利益    180,947   134,223    311,561   

利益剰余金合計    3,241,750 28.7  3,195,026 29.2   3,372,364 30.9 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金    9,497 0.1  17,986 0.2   16,481 0.1 

Ⅴ 自己株式    △333,072 △2.9  △335,221 △3.1   △333,595 △3.1 

資本合計    4,880,634 43.3  4,840,277 44.2   5,017,709 45.9 

負債・資本合計    11,281,503 100.0  10,948,852 100.0   10,920,758 100.0 

                
  



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比

(％)
金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高    2,112,507 100.0  2,043,258 100.0   4,588,392 100.0 

Ⅱ 売上原価    1,775,461 84.0  1,754,857 85.9   3,678,860 80.2 

売上総利益    337,045 16.0  288,400 14.1   909,531 19.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理

費    372,227 17.6  324,026 15.9   689,134 15.0 

営業利益又は 
営業損失(△)    △35,181 △1.6  △35,625 △1.8   220,397 4.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１  20,625 0.9  27,589 1.4   47,239 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※２  35,469 1.7  33,589 1.6   70,710 1.5 

経常利益又は 
経常損失(△)    △50,025 △2.4  △41,626 △2.0   196,926 4.3 

Ⅵ 特別利益    ― ―  ― ―   1,213 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３  17,008 0.8  7,086 0.4   31,830 0.7 

税引前中間(当期) 
純利益又は 
税引前中間(当期) 
純損失(△) 

   △67,033 △3.2  △48,712 △2.4   166,309 3.6 

法人税、住民税及び

事業税   8,546    8,741   175,265     

法人税等調整額   △15,030 △6,484 △0.3 △8,962 △220 △0.0 △79,019 96,246 2.1 

中間(当期)純利益 
又は中間(当期) 
純損失(△) 

   △60,549 △2.9  △48,492 △2.4   70,063 1.5 

前期繰越利益    241,497   182,715    241,497   
中間(当期)未処分 
利益    180,947   134,223    311,561   

                 
  



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１

日 

至 平成15年８月31

日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１

日 

至 平成16年８月31

日) 

前事業年度の 

要約キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成15年３月１

日 

至 平成16年２月29

日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
       

税引前中間(当期)純利益

又は税引前中間(当期) 

純損失(△) 

  △67,033 △48,712 166,309 

減価償却費   91,367 88,480 184,348 

賞与引当金の増加額   18,451 43,808 59,024 

退職給付引当金の増加額   14,221 2,752 33,937 

役員退職慰労引当金の 

増加額(△減少額) 
  31,233 △2,867 64,406 

受取利息及び受取配当金   △1,458 △1,195 △2,725 

支払利息   33,225 30,908 65,266 

会員権評価損   2,200 ― 2,200 

有形固定資産の売却益   ― ― △1,213 

有形固定資産の除却損   ― 7,086 14 

売上債権の増加額   △1,129 △509 △1,121 

たな卸資産の減少額   25,208 28,729 2,078 

仕入債務の増加額 

(△減少額) 
  △72,115 △74,271 4,515 

未払金の減少額   △51,911 △45,596 △17,515 

未払消費税等の減少額   △17,182 △7,378 △6,382 

前受金の増加額(△減少

額) 
  186,861 221,966 △58,769 

役員賞与の支払額   △17,910 ― △17,910 

その他   72,566 △79,996 127,013 

小計   246,594 163,202 603,476 

利息及び配当金の受取額   497 297 818 

利息の支払額   △27,862 △34,619 △59,105 

法人税等の支払額   △200,518 △166,706 △209,027 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
  18,711 △37,826 336,161 



  
  

    
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１

日 

至 平成15年８月31

日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１

日 

至 平成16年８月31

日) 

前事業年度の 

要約キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成15年３月１

日 

至 平成16年２月29

日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
       

定期預金の預入による支

出 
  △54,000 △54,000 △108,000 

定期預金の払戻による収

入 
  12,000 12,000 108,000 

有形固定資産の取得によ

る 

支出 

  △249,506 △43,081 △262,445 

有形固定資産の売却によ

る 

収入 

  ― ― 3,000 

投資有価証券の取得によ

る 

支出 

  △1,799 △4,801 △3,601 

その他固定資産の純減少

額 

(△増加額) 

  △4,549 5,959 △10,418 

その他投資活動による収

入 
  10,000 ― 10,000 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
  △287,854 △83,923 △263,464 

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
       

短期借入金の純増加額 

(△減少額) 
  △330,000 △100,000 △230,000 

長期借入れによる収入   1,650,000 1,050,000 1,650,000 

長期借入金の返済による

支出 
  △657,500 △699,350 △1,352,500 

自己株式の売却による収

入 
  4,192 498 4,192 

自己株式の取得による支

出 
  △871 △2,098 △1,393 

配当金の支払額   △127,499 △128,581 △129,527 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
  538,321 120,468 △59,229 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る

換算差額 
  ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加

額 

(△減少額) 

  269,177 △1,281 13,467 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 

期首残高 
  250,134 263,602 250,134 



Ⅶ 現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
  519,311 262,321 263,602 

          
  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

(1) たな卸資産 

 ① 教材 

   総平均法による原

価法 

 ② 貯蔵品 

   個別法による原価

法 

(1) たな卸資産 

 ① 教材 

同左 

  
 ② 貯蔵品 

同左 

(1) たな卸資産 

 ① 教材 

同左 

  
 ② 貯蔵品 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の

市場価格等に基づ

く時価法(評価差額

は、全部資本直入法

により処理し、売却

原価は、移動平均法

により算定) 

(3) デリバティブ 

  時価法 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  
  
  
  
  
  

――――― 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算期末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入法

により処理し、売却

原価は、移動平均法

により算定) 

(3) デリバティブ 

  時価法 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

(1) 有形固定資産 

   建物(建物附属設備

を含む)は定額法、そ

の他の有形固定資産

については定率法 

   なお、主な耐用年数

は次のとおりであり

ます。 

  建物    13～49

年 

  構築物   ３～30

年 

  車輌運搬具   ６

年 

  器具備品  ２～15

年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   なお、自社利用ソフ

トウェアについては、

社内における利用可

能期間(５年)に基づ

く定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

  (4) 投資不動産 (4) 投資不動産 (4) 投資不動産 



   建物(建物附属設備

を含む)は定額法、そ

の他の投資不動産に

ついては定率法 

同左 同左 

３ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の

債権については個別

に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  
  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

  (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給

に充てるため、支給見

込額に基づき計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付

に備えるため、当事業

年度末における退職

給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期

間末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。 

   なお、数理計算上の

差異については、その

発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)

による定額法により

発生の翌期から費用

処理することとして

おります。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

(3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付

に備えるため、当期末

における退職給付債

務の見込額に基づき、

当期末において発生

していると認められ

る額を計上しており

ます。 

   なお、数理計算上の

差異については、その

発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)

による定額法により

発生の翌期から費用

処理することとして

おります。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金

の支出に備えるため、

年間繰入見積額を期

間を基準として計上

しております。 

   ただし、過年度相当

分については第42期

より５年間にわたり

均等額を計上するこ

ととしております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金

の支出に備えるため、

年間繰入見積額を期

間を基準として計上

しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金

の支出に備えるため、

年間繰入見積額を期

間を基準として計上

しております。 

   ただし、過年度相当

分については第42期

より５年間にわたり

均等額を計上するこ

ととしております。 

４ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

同左 同左 



れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっております。 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについ

ては、特例処理の要件を

満たしておりますので、

特例処理を採用してお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

  (ヘッジ手段) 

   金利スワップ 

  (ヘッジ対象) 

   借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

  
  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

  (3) ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行

っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

６  中間キャッシ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フロ

ー計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクし

か負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっ

ております。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来す

る短期投資からなってお

ります。 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等はそれぞれ

流動資産の「その他」に

42,095千円、流動負債の

「その他」に68,994千円含

めて表示しております。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等はそれぞれ

流動資産の「その他」に

35,541千円、流動負債の

「その他」に65,862千円含

めて表示しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

    
――――― 

  
――――― 

(2) １株当たり情報 

  「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企



業会計基準第２号)及び

「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基

準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準

適用指針第４号)が平成

14年４月１日以後開始

する事業年度に係る財

務諸表から適用される

ことになったことに伴

い、当事業年度から同会

計基準及び適用指針に

よっております。なお、

これによる影響はあり

ません。 

  

追加情報 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

(税効果会計) 

 地方税法等の一部を改正する法

律(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布されたことに伴

い、当中間会計期間の繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算(ただし、

平成17年３月１日以降解消が見込

まれるものに限る。)に使用した法

定実効税率は、前期の41.7％から

40.4％に変更いたしました。その結

果、繰延税金資産の金額(繰延税金

負債の金額を控除した金額)が

7,102千円減少し、当中間会計期間

に計上された法人税等調整額が同

額増加しております。 

――――― ――――― 

(中間貸借対照表) 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り当中間会計期間から「資本準備

金」「その他資本剰余金」は「資本

剰余金」の内訳と「利益準備金」「任

意積立金」「中間未処分利益」は「利

益剰余金」の内訳として表示してお

ります。 

――――― ――――― 

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  



前中間会計期間末 

(平成15年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

前事業年度末 

(平成16年２月29日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,538,634千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,628,327千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

2,622,160千円 

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

 (イ)担保に供している資産 

建物 3,061,681千円

土地 4,489,870  
投資不動産 259,929  
合計 7,811,482   

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

 (イ)担保に供している資産 

建物 2,970,646千円

土地 4,489,870  
投資不動産 259,118  
合計 7,719,634   

※２ 担保に供している資産及び

これに対応する債務は次の

とおりであります。 

 (イ)担保に供している資産 

建物 3,003,894千円 

土地 4,489,870  
投資不動産 259,524  
合計 7,753,289   

 (ロ)上記に対応する債務 

１年内 

返済予定の 

長期借入金 
1,355,650千円

長期借入金 3,500,700  
合計 4,856,350   

 (ロ)上記に対応する債務 

１年内 

返済予定の

長期借入金
1,168,700千円

長期借入金 3,371,300  
合計 4,540,000   

 (ロ)上記に対応する債務 

１年内 

返済予定の 

長期借入金 
1,185,850千円 

長期借入金 2,989,500  
合計 4,175,350   

※３ 投資不動産の減価償却累計

額 

4,898千円

※３ 投資不動産の減価償却累計

額 

5,978千円

※３ 投資不動産の減価償却累計

額 

5,451千円 

  
(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,187千円

受取家賃 8,316千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 905千円

受取家賃 16,078千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2,156千円

受取家賃 23,934千円 
※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 33,225千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 30,908千円 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 65,266千円 
※３ 特別損失の主要項目 

過年度役員 

退職慰労引 

当金繰入額 

14,808千円

 

※３ 特別損失の主要項目 

――――― 

※３ 特別損失の主要項目 

過年度役員 

退職慰労引 

当金繰入額 

29,616千円

 
 ４ 減価償却実施額 

(1) 有形固定資産 90,156千円

(2) 無形固定資産 241 

(3) 投資不動産 552  

 ４ 減価償却実施額 

(1) 有形固定資産 87,308千円

(2) 無形固定資産 241 

(3) 投資不動産 526  

 ４ 減価償却実施額 

(1) 有形固定資産 181,933千円

(2) 無形固定資産 482 

(3) 投資不動産 1,105  
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載され

 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科



ている科目の金額との関係 

(平成15年８月31日)

現金及び預金勘定 597,311千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△78,000 

現金及び現金 

同等物 
519,311 

  

ている科目の金額との関係 

(平成16年８月31日)

現金及び預金勘定 340,321千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△78,000 

現金及び現金 

同等物 
262,321 

  

目の金額との関係 

(平成16年２月29日) 

現金及び預金勘定 299,602千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△36,000 

現金及び現金 

同等物 
263,602 

  

  
(リース取引関係) 

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

 リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・リ

ース取引 

１ リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得

価額

相当額 
(千円) 

減価

償却

累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(千円) 

器 具 備

品 
166,713 120,293 46,420

ソフト

ウェア
120,691 80,486 40,205

合計 287,405 200,779 86,625 

１ リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得

価額

相当額

(千円)

減価

償却

累計額

相当額

(千円)

中間

期末

残高

相当額

(千円)

車輌 
運搬具

3,300 605 2,695

器 具 備

品 
98,848 69,516 29,332

ソフト

ウェア
83,395 60,223 23,172

合計 185,544 130,344 55,200 

１ リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 
(千円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

車輌 
運搬具 

3,300 275 3,025 

器 具 備

品 
166,713 131,098 35,614 

ソフト 
ウェア 

120,691 90,372 30,319 

合計 290,705 221,746 68,959  
  (注)取得価額相当額は、未

経過リース料中間期

末残高が有形固定資

産の中間期末残高等

に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しており

ます。 

(注)   同左 (注)取得価額相当額は、未

経過リース料期末残

高が有形固定資産の

期末残高等に占める

割合が低いため、支払

利子込み法により算

定しております。 

  ２ 未経過リース料中間

期末残高相当額 

千円 

１年内 36,990 

１年超 49,635 

合計 86,625  

２ 未経過リース料中間

期末残高相当額 

千円

１年内 28,128 

１年超 27,071 

合計 55,200  

２ 未経過リース料期末

残高相当額 

千円 

１年内 32,010 

１年超 36,948 

合計 68,959  
  (注)未経過リース料中間

期末残高相当額は、未

経過リース料中間期

末残高が有形固定資

産の中間期末残高等

に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

により算定しており

ます。 

(注)   同左 

  
(注)未経過リース料期末

残高相当額は、未経過

リース料期末残高が

有形固定資産の期末

残高等に占める割合

が低いため、支払利子

込み法により算定し

ております。 

  ３ 支払リース料及び減

価償却費相当額 

３ 支払リース料及び減

価償却費相当額 

３ 支払リース料及び減

価償却費相当額 



支払 

リース料 
26,305千円

減価 

償却費 

相当額 

26,305千円

 

支払 

リース料
16,947千円

減価 

償却費 

相当額 

16,947千円

 

支払 

リース料 
47,385千円

減価 

償却費 

相当額 

47,385千円

 
  ４ 減価償却費相当額の

算定方法 

  リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零

とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の

算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の

算定方法 

同左 

  
(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成15年８月31日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  
種類 

取得原価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

株式 32,949 47,273 14,323 

債券 ― ― ― 

その他 8,204 9,816 1,612 

合計 41,153 57,089 15,935 

  

当中間会計期間(平成16年８月31日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  
種類 

取得原価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

株式 39,551 67,082 27,530 

債券 ― ― ― 

その他 8,204 10,852 2,648 

合計 47,755 77,934 30,178 

  

前事業年度(平成16年２月29日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

  
種類 

取得原価 

(千円) 

貸借対照表計上額 

(千円) 

差額 

(千円) 

株式 34,750 60,210 25,459 



債券 ― ― ― 

その他 8,204 10,398 2,194 

合計 42,954 70,608 27,653 

  
(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用して処理しておりますので、該当事項

はありません。 

  
(持分法損益等) 
該当事項はありません。 

  
(１株当たり情報) 

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日)

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日)

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

１株当たり純資産額 757円46銭 751円70銭 778円87銭 

１株当たり中間(当期) 

純利益又は 

中間(当期)純損失(△) 

△9円40銭 △7円53銭 10円88銭 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期) 

純利益 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、１株当たり中間純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

(追加情報) 

 当中間会計期間から

「１株当たり当期純利益

に関する会計基準」(企業

会計基準第２号)及び「１

株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指

針第４号)を適用してお

ります。なお、これによ

る影響はありません。 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、１株当たり中間純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益について

は、旧商法第210条ノ２の

規定に基づくストックオ

プションによる潜在株式

を調整した計算により１

株当たり当期純利益が減

少しないため、記載して

おりません。 

 当事業年度から「１株

当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基

準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準適用

指針第４号)を適用して

おります。 

 なお、これによる影響

はありません。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間(当期)純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  



  
前中間会計期間 

(自 平成15年３月１日 

至 平成15年８月31日)

当中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日)

前事業年度 

(自 平成15年３月１日 

至 平成16年２月29日) 

１株当たり中間(当期)純利益

又は中間(当期)純損失(△) 
    

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△)(千円)
△60,549 △48,492 70,063 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
― ― ― 

普通株式に係る 

中間(当期)純利益又は 

中間(当期)純損失(△)(千円)

△60,549 △48,492 70,063 

普通株式の期中平均株式数 

(千株) 
6,439 6,440 6,441 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

平成11年５月27日の第41

期定時株主総会決議にも

とづく、自己株式取得方

式によるストックオプシ

ョン制度 

 普通株式   144千株

平成12年５月25日の第42

期定時株主総会決議にも

とづく、自己株式取得方

式によるストックオプシ

ョン制度 

 普通株式   99千株

平成12年５月25日の第42

期定時株主総会決議にも

とづく、自己株式取得方

式によるストックオプシ

ョン制度 

 普通株式   77千株

  

平成11年５月27日の第41

期定時株主総会決議にも

とづく、自己株式取得方

式によるストックオプシ

ョン制度 

 普通株式   128千株 

平成12年５月25日の第42

期定時株主総会決議にも

とづく、自己株式取得方

式によるストックオプシ

ョン制度 

 普通株式   91千株 

  
(重要な後発事象) 
該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第46期) 

自 平成15年３月１日

至 平成16年２月29日
  平成16年５月21日 
九州財務局長に提出。 

  

  
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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